
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ - -

※ この様式は、原則として、参考様式第２０及び参考様式第２３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要、基幹事業との関連性】
　
　東日本大震災による津波により壊滅的な被害を受けた東部地区において、大町4号
復興公営住宅を整備しているところであるが、、その中で災害公営住宅を含む地域の
住民の利便に供するため、店舗施設を整備するものであり、同地区に建設する災害復
興公営住宅と合築して本事業を実施するものである。建物の保守点検、地域の見守り
などの店舗の入店の見込みがあり、公共施設と商業施設を効果的に配置した商業・文
化・情報交流の拠点整備である「フロントプロジェクト１」によるにぎわい創出を図
るものである。
なお、災害公営住宅整備事業は建物提案型復興公営住宅買取事業方式により整備して
いる。
■概要
 □店舗規模
　　店舗：362.34㎡程度
■積算内訳
　□設計・監理委託料等　　　　　8,765千円
　　【内訳】
  　　・設計業務委託料　　　　　3,908千円
  　　・監理業務委託料　　　　　1,601千円
　　　・現況測量費、家屋調査費　　354千円
　　　・地質調査費　　　　　　　　311千円
　　　・宿泊費　　　　　　　　　2,503千円
　　　・建築確認申請等の申請費　　 88千円(非課税)

【年度別内訳】
      ・平成28年度
　□本体工事費         　　　  84,526千円
　　【年度別内訳】
　　　・平成28年度
　□事業費計
　　                  　　　   93,291千円
　　【年度別内訳】
　　　・平成28年度
■工期
  □買取時期　平成28年11月(予定)

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類
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全体事業費 93,291千円

被災者へのコミュニティ活動支援事業(事業費)

東部地区地域のにぎわい創出施設整備事業

事業番号


